
現 場 説 明 書

１ 業 務 名   十三峠配水池更新工事に伴う地質調査業務委託 

２ 監 督 員   技術部 水道施設課 

説 明 事 項

1. 入札等に関する事項について

(1) この業務の入札又は見積(以下「入札等」という。)は、業務委託契約書又は業務委託請書(以下「契約書等」

という。)、入札公告又は指名競争入札執行通知書及びこの説明書に記載する条件により、横須賀市の上下水

道局契約規程によりその例によることとされている契約規則、契約履行規則及び工事等検査規則（以下「契約

規則等」という。)に従って行う。 

(2) 入札等後は、設計書、仕様書及び図面(この説明書及び質問回答書を含む。以下「設計図書」という。)、契約

書等若しくは契約規則等の内容又は施行場所の状況について、不明等を理由として異議の申立てはできないの

で、入札等前に十分究明すること。 

2. 前払金について

前払金    する   しない 

前払金を受けようとする場合は、その旨を申し出ること。 

3. 部分払について

部分払    する(   回以内) しない 

4. 継続事業に係る業務の各会計年度別支払限度額について

(1) 継続事業に係る業務の各会計年度における委託代金額の支払限度額及び前払金の割合は、次のとおりである。 

会計年度 
支払限度額 

（委託代金額に対する割合） 
前払金 

初 年 度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 委託代金額 の  ％ 

第２年度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 委託代金額 の  ％ 

第３年度（   年度）   ％ 支払限度額 ・ 委託代金額 の  ％ 

(2) 各会計年度における委託代金額の支払限度額は、受託者決定後業務委託契約書を作成するまでに受託者に通知

する。 

5. 契約に関する事項について

(1) 設計図書関係 

ア 土木工事等の場合における工種別等の契約数量は、設計書の数量の内訳書に表示された数量による。 

イ 仮設、工法等工事目的物を完成するために必要な一切の手段については、設計図書に特別の定めがある場合

を除き、受託者の責任において定めること。 

ウ 契約の締結にあたっては、契約書等に設計図書を袋とじし、割印をすること。ただし、図面が大型等の場合

にあっては、別冊とすること。 

(2) 提出書類関係 

ア 委託代金内訳書  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

イ 工 程 表  要提出(契約締結後7日以内) 

提出不要 

ウ 着 手 届  着手後5日以内に提出すること。 

エ 現場代理人及び  契約までに現場代理人及び主任技術者等の経歴書も同時に提出すること。 
主任技術者等届 



オ 下 請 負 者 届  下請負を発注の都度、提出すること。 

カ 直 営 工 事 届  下請負を発注しない又はその予定がない場合は、遅滞なく提出すること。 

(3) 監督員通知関係 

監督員を2人以上置くこととした場合において、権限を分担させるときは、各監督員の権限の内容を別に通

知する。 

(4) 支給材料、貸与品関係 

ア 支 給 材 料   あり   なし 

イ 貸 与 品   あり   なし 

(5) 条件変更等の関係 

業務の施行に当たり、設計図書と現場の状態とが一致しないこと等の事実を発見したときは、単に事実関係

のみでなく、設計図書の訂正に必要な資料、図面等を添付した書面で通知すること。 

(6) 設計変更等の関係 

必要により業務内容を変更する場合は、原則としてその必要が生じた都度契約変更の手続を行うが、軽微な

ものは監督員の指示により業務内容の変更を行い、これに伴う契約変更の手続は、履行期間の末に行う。 

(7) 部分引渡し関係 

部分引渡し指定部分   あり   なし 

6. テクリスの登録について

受託者は、受注時、変更時及び完了時において委託代金額が100万円以上の業務について、測量調査設計業務実績

情報サービス（TECRIS）入力システムに基づき、監督員に登録内容の確認を受けた後に、（一財）日本建設情報総合セ

ンターに登録申請しなければならない。 

ただし、建築関係業務においては、対象外となる場合があるので監督員と協議すること。 

また、（一財）日本建設情報総合センター発行の「登録内容確認書」が受託者に届いた際には、直ちに監督員に提出し

なければならない。

登録申請の期限は、次のとおりとする。 

(1) 受注時登録データの提出期限は、契約締結後10日以内とする。 

(2) 完了時登録データの提出期限は、業務完了後10日以内とする。 

(3) 施行中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日から 10 日以内に変更データを提出

しなければならない。 

(4) 変更時と完了までの間が 10 日間に満たない場合は、監督員の承諾を得て変更時の提出を省略できるものとす

る。 

7. 下請負者について

下請負者を使用する場合には、市内業者を優先的に選定するように配慮すること。 

8. 一括下請けの禁止について

受託者は、本業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

9. 技術的事項について（別紙）



地質・土質調査業務特記仕様書

 本特記仕様書は「十三峠配水池更新工事に伴う地質調査業務委託」（以下「本業務」と

いう。）に適用する。 

（事務連絡） 

 本業務において、疑義を生じた場合は、横須賀市上下水道局監督員（以下「監督員」と

いう。）と協議をし、その指示に従うこと。また、業務遂行にともない監督員と連絡を密

にし、遺漏なきよう行うものとする。 

（工程） 

 請負者は、計画工程表を作成し、本業務実施の前に予め監督員の承諾を得なければなら

ない。 

（準備）

 本業務にあたり、伐開及び私（公的）物件の一時移動の必要が生じた場合は、必ずその

旨地主及び関係者の了解を得た後、行うものとする。 

（業務内容の協議）

 請負者は、本業務の趣旨・内容・目的等を把握し、現場において必要と思われる調査項

目（事項）が生じた場合は、速やかに監督員と協議をし、その指示に従うものとする。 

（地質調査業務） 

 １ 請負者は、土質ボーリング及び原位置試験の位置・深度について、監督員の事前指

示を受け、現地確認を行うこと。 

 ２ 試験（調査）方法は、日本工業規格（ＪＩＳ）等に基づき行うことを原則とする。 

 ３ 請負者は、調査により、特に留意が必要な土質と判断された場合、その対策検討に

必要な別途調査及び試験について提案し、監督員と協議すること。 

 ４ 請負者は、現場発生品（建設廃材等）の処理があった場合、最終処分まで確認出来

るものを提出すること。 

 ５ 資機材搬出入等の為に道路使用、車両通行止め等が必要な場合は、所轄警察署に許

可申請を提出すること。 

 ６ 家屋等や近隣住民の生活に悪影響を与えないよう、振動や騒音等には十分に注意を

払うこと。 



（記録写真）

１ 本業務において、調査前・調査中・調査後の写真（カラ－）は必ず撮影し、報告書

と共に提出するものとする。 

２ 記録写真のネガは、ネガアルバムに整理しベタ焼きを添付すること。また、記録写

真がフィルム写真ではなくデジタル写真の場合は、ネガの代わりに電子データ（CD）

を提出すること。 

（施設入退場について） 

１ 本業務は、運用中の配水池敷地内での作業になるため、作業期間中もセキュリティ

システムが稼働中である。立ち入りについては、監督員の指示に従うこと。また、作

業期間中は、入退場時に監督員または工事主管課（水道施設課）へ連絡をすること。

なお、予定時間を延長する場合も同様に連絡すること。 

２ カギの借用等においては監督員と協議すること。 

（敷地内の作業について） 

 十三峠配水池敷地内において、他企業占用物件の囲い内には立ち入らないこと。また、

作業に際しては、埋設管や電柱等、局及び他企業施設に十分注意して行うこと。

（成果品について） 

 成果品報告書は、金文字製本２部とする。なお、それぞれの成果品にはＣＤ－Ｒ等によ

り電子データを添付すること。電子データのファイル形式については、監督員の指示を受

けること。また、電子データの授受の際は最新版のウィルスチェックを行うこと。報告書

内容の一例を以下に示す。 

（1） 調査概要 

（2） 調査方法 

（3） 調査結果・室内土質試験結果 

（4） 総合解析とりまとめ・考察 

（5） 調査位置平面図 

（6） 地質推定断面図 

（7） ボーリング柱状図 

（8） 各種試験データ 

（9） 調査及び試験写真 

（10） 地質標本 

（11） その他 



（検便について） 

水源地・浄水場・配水池等において作業する次の各号いずれかに該当する者は、水道法

21 条に基づき、検便検査を行い作業開始前にその検査報告書を監督員へ提出すること。検

査項目は、赤痢菌・腸チフス菌・パラチフス菌・病原性大腸菌 O-157 とし、報告書には、

氏名・性別・年齢・成績・検査場所を記載すること。また、検査結果の有効期限は６カ月

とし、期間が過ぎた場合は再度検査を実施し、検査結果を監督員に提出すること。 

ア 水工程に直接触れて作業する者 

イ 水工程に直接触れないが、概ね一週間程度連続して作業する者 

ウ ６か月を越えて従事する者 



業  務  仕  様  書  

総 則

（適用範囲）

１ この仕様書は、本市の水道事業に係る調査、設計、計画及び解析に関する業務委託に適用

する。また、本業務の仕様は、神奈川県の測量・調査・設計業務共通仕様書に準拠するもの

とする。

２ 設計図及び特記仕様書に記載された事項は、この共通仕様書に優先する。

（用語の定義）

 指示、承諾、協議とは次の定義による。

１ 指示とは、受託者側の発議により監督員が受託者に対し監督員の所掌事務に関する方針、

基準、計画などを示し実施させることをいう。

２ 承諾とは、受託者の発議により受託者が監督員に報告し監督員が了解することをいう。

３ 協議とは、監督員と受託者が対等の立場で合議することを言う。

（業務計画）

  受託者は、あらかじめ業務計画書を提出して、承諾を得なければならない。

（業務主任技術者と編成）

１ 受託者は、技術業務を行う班編成とその内容を作成し監督員に提出し承諾を得なければな

らない。

２ 業務主任技術者は、技術上の管理を行うに必要な能力と経験を有する技術者でなければな

らない。

３ 業務主任技術者は、監督員の指示する一切の事項を処理するものとする。

（事務管理）

 受託者は、業務実施にあたり別に定める適用示方書等を尊守し、常に善良なる管理を行い業

務の方針及び条件について不明確な点がある場合、また改善の必要が認められる場合は協議を

しなければならない。

（打ち合わせ）

１ 受託者は、業務を円滑に遂行するために監督員の指示する個所など、必要な段階で手戻り

のないよう監督員と打ち合わせしなければならない。

２ 共通仕様書、設計図及び特記仕様書に記載されていない事項であっても、技術上必要と認

められるものについては、監督員と協議するものとする。

（現地調査の土地立ち入り等）

１ 現地調査を実施するために国有地、公有地または私有地に立ち入る場合は、関係法令に準

拠し土地立ち入り等を行わなければならない。

２ 現地調査の実施にあたり宅地又は、かき、もしくは柵等で囲まれた土地に立ち入る場合は、

あらかじめその所有者に通知しなければならない。

（土地の使用）

 受託者は、植物、かき、もしくは柵等の伐除又は土地もしくは工作物を一時使用する場合は、

所有者の承諾を得てから行うものとする。



（官公庁等への手続き）

１ 業務実施のため、必要な関係官庁その他に対する諸手続きは監督員と打ち合わせの上、受

託者の負担において迅速に処理しなければならない。

２ 関係官公庁その他に対して交渉を要するとき、また交渉を受けたい時は延滞なくその旨を

監督員に申し出て協議する。

（資料等の交付及び返還）

１ 受託者は、貸与する事に定められた図面及びその他関係資料等を監督員に請求して交付を

受けるものとする。

２ 受託者は、交付された図面及び資料等は業務委託の完了後ただちに返還しなければならな

い。

（成果の作成）

 受託者は、設計及び解析業務の成果の整理を行う場合は事前にその内容について、監督員と

協議するものとする。

（検査）

１ 受託者は、特記仕様書あるいは、あらかじめ監督員の指示した個所又は主要な作業段階の

区切り目等には、監督員の確認を受けなければならない。

２ 受託者は、既済部分検査及び完了検査を受ける場合には、あらかじめ成果品及び関係資料

等を揃えておくものとし、業務主任技術者が検査を受けなければならない。

（成果品）

 成果品はこの仕様書に定めるもののほか、特記仕様書によるものを提出する。

（秘密の保持）

 受託者は、受託業務内容及びその結果を監督員以外に公表、貸与又は使用してはならない。

なおやむおえない場合には、文書により申請して監督員の承諾を得なければならない。

（電子計算機）

１ フローチャートを提出すること。

２ データ及び計算式、計算結果等の印刷については、監督員の指示するものを提出すること。
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個人情報の取扱いに関する特記事項 

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 受託者（以下「乙」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、業務に関

して個人情報を取り扱うときは、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報

を適正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 乙は、個人情報の漏えい、滅失、改ざん、き損及びその他の事故を未然に防止す

るため必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに関する責任体制を整備し、管理責任者を定めなければなら

ない。 

３ 乙は、個人情報の保管にあたっては、この契約による業務により取得した個人情報と

それ以外の個人情報を明確に区分し、管理しなければならない。 

（管理責任者等の教育及び研修） 

第３条 乙は、個人情報の保護及び情報セキュリティに対する意識の向上を図るため、管

理責任者及び従事者に対し、横須賀市個人情報保護条例第14条（受託者等の責務）、第

32条及び第33条（罰則）の内容並びに本特記事項において従事者が遵守すべき事項その

他この契約による業務の適切な履行に関し必要な事項について、教育及び研修を実施し

なければならない。 

（秘密の保持） 

第４条 乙は、個人情報の内容を第三者に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は

解除された後においても同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務の処理の従事者が個人情報を管理責任者の承諾を得ること

なく事務所以外の場所に持ち出し、又は不適切な取扱いにより第三者に漏らすことのな

いように、必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（収集の制限） 

第５条 乙は、この契約による業務を処理するため個人情報を収集するときは、その目的

を明確にし、当該目的の達成に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなけ

ればならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第６条 乙は、委託者（以下「甲」という。）の指示又は承諾があるときを除き、この契

約による業務の目的以外の目的に個人情報を利用し、又は第三者に提供してはならな

い。 

（複写等の禁止） 

第７条 乙は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、業務を実施するために

甲から提供された個人情報を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還） 

第８条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、

複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解

除された後直ちに甲に返還し、又は引き渡し、若しくは消去しなければならない。ただ

し、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 
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２ 乙は、前項の規定により電子記録媒体に記録された個人情報を消去する場合は、当該

個人情報が復元できないように確実に消去しなければならない。 

３ 乙は、前項の規定により個人情報を消去した場合は、当該個人情報を消去した旨の報

告書を甲に提出しなければならない。 

（再委託の禁止等） 

第９条 乙は、個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託（以下「再

委託」という。）してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得た場合は、この限

りでない。 

２ 乙は、個人情報の処理を再委託する場合及び再委託の内容を変更する場合は、あらか

じめ次の各号に規定する事項を記載した書面を甲に提出し、前項ただし書きの承諾を得

なければならない。 

（１）再委託の相手方 

（２）再委託を行う業務の内容 

（３）再委託で取り扱う個人情報 

（４）再委託の期間 

（５）再委託が必要な理由 

（６）再委託の相手方における責任体制及び管理責任者 

（７）その他甲が必要と認める事項 

３ 乙は、前項の規定により個人情報を取り扱う事務を再委託の相手方（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、乙と再受託者との契約内容に関わらず、再受

託者の当該事務に関する行為について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託契約において、再受託者に対する監督及び個人情報の安全管理の方法に

ついて具体的に指示しなければならない。 

５ 乙は、この契約による業務を再委託した場合は、その履行を監督するとともに、甲の

求めに応じて、再受託者の状況等を報告しなければならない。 

（立入調査等） 

第10条 甲は、個人情報を保護するために必要な限度において、乙に対し、個人情報を取

り扱う事務について管理状況の説明若しくは資料の提出を求め、又は乙の事務所に立ち

入ることができる。 

２ 乙は、甲から個人情報の取扱いに関して改善を指示されたときは、その指示に従わな

ければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第11条 乙は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故（以下「漏えい事故」

という。）が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告

し、甲の指示に従わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後において

も同様とする。 

２ 乙は、漏えい事故が生じた場合、当該事故の被害を最小限にするため、甲と協力して

必要な措置を講じ、かつ、甲の指示に従わなければならない。 

（補則） 

第12条 乙は、この契約における個人情報の取扱いについて疑義が生じたときは、甲と協

議し、その指示に従わなければならない。 



（土木工事：R03.08.02） 

積算諸条件調書に係る追加事項

１ 市独自単価及び積算における補足資料について 

本設計積算書内（市独自単価一覧表）に記載の資材単価は、ホームページ「各部局の工事積

算情報」の「市独自単価一覧表（土木工事編）」に掲載しています。又当該頁に併せて積算にお

ける補足資料も掲載しています。

http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/1623/koujitousekisann.html

２ 単価表コードについて 

  本設計積算書内の単価表コードは、神奈川県土木工事標準積算基準書の施工単価入力基準表

のコードに適用しています。 

  なお、下水道用設計標準歩掛表を適用する場合の単価表コードは（ＤＫＧ……、ＤＫＫ……）

となります。 

３ 市場単価及び標準単価の端数処理について 

  市場単価及び標準単価方式による単価表の加算・補正後の金額は円止めとする。 

なお、単価補正が行われた場合の単価は、小数点以下第２位（小数点以下第３位四捨五入）

まで計算し、数量×単価＝金額を算出している。 

４ 土砂検定費等について 

  土砂検定費（１～28 項目一括実施）、土砂検定費（ヒ素＋銅）及び六価クロムの単価には、

諸経費、技術料及び報告書作成の一切の費用を含むため、その他の間接費の対象とならない。 

５ 共通仮設費の対象外となる桁等購入費について 

  桁等購入費     あ り     な し 

６ 施工パッケージ型積算のタイヤ損耗費及び補修費への対応について 

  ダンプトラックの東京単価は、タイヤ損耗費及び補修費を含んだ金額が設定されているため、

積算単価も建設機械等損料表の損料金額にタイヤ損耗費及び補修費を加算した金額を計上して

いる。 

７ 基準書等の適用について 

  本工事は以下の基準書等を使用し、積算している。 

  １）土木工事標準積算基準書（土木工事編）   令和３年７月１日版 

  ２）積算参考資料（土木工事編）        令和３年７月１日版 

  ３）設計業務等標準積算基準書         令和３年７月１日版 

  ４）積算参考資料（計画・調査編）       令和３年７月１日版 

  ５）下水道用設計標準歩掛表          令和３年度版 

  ６）建設機械等損料表             令和３年度版 



（土木工事：R03.08.02） 

８ その他 

 本工事は、「土木工事標準積算基準書（土木工事編）第 11 章 施工箇所が点在する工事」に

て積算している。 
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